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大府市石ヶ瀬会館指定管理者業務仕様書 

 

１ 趣 旨 

  本仕様書は、「大府市石ヶ瀬会館指定管理者募集要領」を補完するものであり、指定管理者

が行う大府市石ヶ瀬会館（以下、「石ヶ瀬会館」という。）の管理運営業務の内容及び水準等

は、関係法令によるほか、本仕様書によるものとする。 

 

２ 施設の概要 

（1） 名   称 大府市石ヶ瀬会館 

（2） 所 在 地 大府市江端町四丁目１番地 

（3） 設置年月日 平成元年４月１日 

（4） 敷地面積 4,189.70㎡ 

（5） 建築面積 1,400.47㎡ 

（6） 建物構造 鉄筋コンクリート造 ２階建 

（7） 施 設 

① 男女共同参画の推進及び地域住民の相互理解を図るための施設 

ア ホール        １室 

イ 舞台         １室 

ウ 和室         ２室 

エ 視聴覚室       １室 

オ 大会議室       １室 

カ 小会議室       １室 

キ 料理室        １室 

ク 食事室        １室 

ケ 託児室        １室 

コ 事務室        １室 

② 高齢者の生きがい活動関係施設 

ア 作業室         １室 

イ 木工作業室       １室 

ウ 事務室        １室 

③ 駐車場 

120台（約 3,000㎡） 

（大府市保健センターと共用） 

 

３ 施設の管理運営に関する基本的事項  

（1） 設置の目的 

高齢者の生きがい活動及び男女共同参画の推進並びに地域住民の相互理解を図ること

を目的とする。 

 (2） 運営の方向性 

 石ヶ瀬会館は、男女共同参画の拠点施設として位置づけられており、本市の男女共同参

画推進の牽引役も担っている。経験豊富な優れた人材、培われた実績やノウハウを活かし
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て効果的な事業を実施することにより、市民の男女共同参画意識の更なる向上を図るとと

もに、適切な施設管理による利用者満足度の向上と地域住民の相互理解を深めるための地

域施設としての役割を果たすことを目指している。 

（3） 評価指標 

施設運営に関して、以下のとおり成果指標を定めているので、これを達成できるよう、

努力をすること。 

指標名 令和９年度～令和 13年度 指定管理期間を通じた目標 

利用者数 年間 62,000人 310,000人 

講座満足度 毎年 95％以上 毎年 95％以上 

利用者満足度 毎年 95％以上 毎年 95％以上 

（4） 指定管理者は、石ヶ瀬会館を管理運営するにあたり、施設の設置目的を念頭に、以下に

掲げる項目に沿ってその管理運営を行うこと。 

ア 施設の利用に際しては、公平かつ適正な運営を行うとともに、利用者によって有利あ

るいは不利となるような取扱いをしないこと。 

イ 利用者の視点に立ち、利用しやすく親しみの持てる魅力ある運営を行い、利用者のサ

ービスの向上を図ること。 

ウ 地域住民との連携を図り、地域の活動に協力すること。 

エ 講座やイベントについては、新規参加者の増加につながるように計画、運営すること。 

オ 利用者が安心して利用できるよう、適切な衛生管理に努めるとともに、社会状況の変

化に柔軟に対応した効果的な事業に取り組むこと。 

カ 利用者の個人情報保護に特段の注意義務を持って努めること。 

キ 効率的かつ効果的な運営を行い、経費の削減に努めること。 

ク 施設の管理については、利用者の利便性及び安全性に十分配慮し、事故、機器の異常

等が発生した場合は速やかな対応を行い利用者の安全と円滑な利用の確保に努めるこ

と。 

ケ 管理運営業務を実施するために必要な業務執行体制を確保するとともに、労働基準法

等関係法令を遵守し、管理運営を効果的に行うための業務形態にあった適正な人数の職

員を配置すること。なお、常勤とは１週間の勤務が概ね 40時間の場合をいう。 

①  館長 １名（常勤職員） 

館長とは、常勤の従業者で、管理運営の責任を負うものとする。 

②  館長補佐 １名（常勤職員） 

館長補佐とは、常勤の従業者で、館長を補佐するものとする。 

各種講座、相談事業、地域連携等の安定的かつ効果的な実施を図るため、組織的な

運営体制を構築し、事業の企画調整および進捗管理を行うものとする。 

コ 開館時間中の人員体制については、常に２名以上が勤務し管理運営を行うこと。ただ

し、昼休憩時及び夜間（午後５時以降）は１名以上とする。 

  サ 女性相談に従事する相談員を配置すること。（週４日 午前 10時から午後４時まで） 

なお、女性相談に従事する相談員は、相談員としての研修を修了し、相談員としての

資質を備えた者を配置すること。また、相談員の資質の維持及び向上を図るため、年１

回以上の研修を実施するとともに、必要に応じて相談員会議を開催し、適切な支援機関

等と連携すること。 
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４ 指定管理者が行う業務の内容 

（1）必須事業                               ◎：おおぶ男女共同参画プランⅥの重点施策 

事業 内 容 

男女共同参画意識

啓発事業 

◆男女共同参画講座等の開催 

…大府市が定める「おおぶ男女共同参画プラン」の内容に即したものと

し、計画にあたっては、市と協議すること。以下の講座等を含めること。

また、内容にあわせて託児を実施すること。 

◎①仕事と家庭の両立支援に関する講座、イベント 

（事業所、勤労者、子育て世代、介護に直面する世代等を対象とし、

働き方改革やワーク・ライフ・バランスの推進を図るもの） 

◎②女性の活躍推進及びキャリア形成を図るための講座 

◎③男性及び多様な主体の家事・育児・介護等への参画促進に関する 

講座 

④ 多様な生き方と人権を尊重するための啓発講座 

⑤ 生涯を通じた健康づくりや性に関する正しい知識に関する講座 

⑥ 政治分野における男女共同参画の推進に関する講座 

講座開催回数：１回概ね２時間、年間 50回以上（うち、重点施策は各

２回以上実施すること） 

 なお、実施回数は、実際に企画・実施した講座等の回数とし、同一講

座を複数の受講対象者に対する合同講座として実施した場合であって

も、実施回数は１回として取り扱うものとする。 

 

◆若年層へのアプローチ、男女共同参画の視点を取り入れた防災や地

域課題への対応を行うこと。 

※ 具体的な内容は、事業者が提案すること。 

 

※各講座等の企画にあたっては、単なる知識の習得に留まらず、参加者

の行動変容やネットワーク形成に繋がるよう工夫すること。また、多様

な市民が参加しやすいよう、オンライン配信の活用や、開催時間帯への

配慮（夜間・休日等）を行うこと。 

女性の相談及び  

ＤＶ被害者の保護・

支援に関する事業 

電話相談 

…週４日、相談時間は午前 10時から午後４時まで（正午から午後１時

までを除く）実施する。なお、勤務時間は午前 10時から午後４時 30分

までとする。 市外からの電話相談について、本市に係る相談ではない

場合は、相談内容に応じて、相談者の居住地の市町村又は愛知県等の適

切な相談窓口を案内するよう努めること。 

 面接相談（予約制） 

…月２回以上、１回当たり午前 10時から午後４時 30分まで（正午から

午後１時は除く）、フェミニストカウンセラーの認定登録者等、必要な

専門資格を有する相談員が対応するものとする。また、緊急性に応じて

適宜対応する。 
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 法律相談（予約制） 

…年６回以上、概ね２か月に１回、１回当たり３時間程度で弁護士に 

よる女性のための法律相談窓口を開設する。 

 ＤＶ被害者の保護・支援 

…市の要請に応じて、ＤＶ被害者のシェルターや一時保護施設等への

入退所等、及び、警察や病院、市役所窓口等での各種手続き等に相談員

が同行し支援する。弁護士や他機関との調整等を必要に応じ支援する。

また、市の要請に応じて市役所等での出張相談を行い、市が主催する  

ＤＶ連絡会、要保護児童対策地域協議会及びケース検討会議等へ出席

する。必要に応じ、県等の公的機関や民間機関等が主催するＤＶに関 

する会議等へ出席する。 

 相談方法や内容の充実 

…メールやテレビ通話等のオンラインを活用した相談や、相談に専門

家の助言を得るなどの相談内容を充実させる事業を行う。 

※ 具体的な内容は、事業者が提案すること。 

全国運動促進事業 ６月の「男女共同参画週間」、11月の「女性に対する暴力をなくす運動」

と連動し、市民や市内の団体・事業所等が男女共同参画について理解を

深め、自ら考え、行動する契機となるよう、講演会、啓発イベント、ワ

ークショップなどを行うこと。 

※市と協議の上、具体的な内容は、事業者が提案すること 

地域連携事業 地域住民との連携 

…地域住民の相互理解を深める事業を行う。 

※ 具体的な内容は、事業者が提案すること。 

  上記の事業に係る費用については、年度の指定管理委託料の範囲内で行うこととする。

ただし、教材費や資料等の実費については市と協議の上、承諾を得た場合に参加者から費

用を徴収することができることとする。 

（2） 提案事業 

施設の目的をより効果的に達成するために、本市の特色を生かした魅力ある事業を指定

管理者が提案することができる。これに係る参加者からの料金の徴収については、市と事

前に協議し、承諾を得た上で実施できることとし、事業内容に応じた報告を随時行うこと

とする。 

（3） 施設の運営に関する事務 

  ① 施設の使用許可に関すること。 

  ② 施設の使用許可の取消しに関すること。 

  ③ 図書の貸出し及び返却に関すること。 

  ④ 使用料の徴収等に関すること。 

ア 貸室等使用料の徴収に関すること。 

    イ 使用料等の集計及び報告に関すること。 

  ⑤ 施設の利用案内に関すること。 

  ⑥ 利用者団体会議の開催に関すること。 
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  ⑦ 施設及び設備の維持管理に関すること。 

    ア 施設の維持管理 

    イ 機械設備等の保守管理 

（冷暖房機器保守管理、自動ドア保守管理、昇降機設備保守管理、自家用電気工

作物保守管理、建物・設備保守管理、消防設備保守管理、舞台設備保守管理） 

    ウ 備品の保守管理 

      （市で設置する備品・消耗品一覧は、別紙「石ヶ瀬会館備品・消耗品一覧」のと

おりとする。） 

    エ 外構の保守管理 

   オ 植栽の維持管理 

  ⑧ 施設の清掃 

    施設の清掃、害虫の駆除等を適切に実施し、快適な環境を保つこと。 

⑨ 施設の警備 

    ア 開館時は、随時施設内外を巡回し安全の確保を図り、鍵の管理等の日常の管理を

適切に実施すること。 

    イ 閉館時は、機械警備を行うこと。 

  ⑩ 駐車場の管理（利用者への案内・整理等の実施） 

 ⑪ 法令等に基づく適切な点検、調査、報告の実施 

（4） 情報の発信 

    ウェブサイト、広報おおぶ、チラシ、ポスター、メールマガジン、SNSなど様々な情報

媒体の活用により、市民に情報を提供すること。なお、ウェブサイトについては、「みん

なの公共サイト運用ガイドライン」（総務省作成）に準じて、利用者のウェブアクセシビ

リティに配慮するとともに、SNS 等と連携し、媒体の即時性を活かした情報提供に努め

ること。 

（5） 事業計画の策定及び実績報告 

① 指定管理者は、毎年度８月末日までに事業計画の概要を、１月末日までに事業計画書

及び収支予算書を、年度終了後に事業報告書及び収支決算書を作成し市に提出すること。 

② 事業計画を策定するに当たり、本仕様書「３施設の管理運営に関する基本的事項」の

「（3）評価指標」を達成するため、必要に応じて具体的な指標を設定すること。 

（6） 管理運営の評価に関する事務 

① 市は、施設の設置目的等につながる事業の内容及び必要なサービス水準等を確保する

ため、指定管理期間中の指定管理者の管理運営に対する評価を行う。 

② 指定管理者は、この管理運営評価を行うため、市が指定する報告書等の必要書類を作

成し、市に提出すること。 

（7） その他 

その他施設及び設備の管理等に必要と認められる業務 

 

５ 自主事業 

指定管理者は、施設の設置目的に合致し、かつ、管理運営業務の実施を妨げない範囲にお

いて、自己の責任と費用により、市の承認を受けて、自主事業を実施することができる。 
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６ 管理運営の基準 

  指定管理者は、管理運営を行うに当たり、以下の事項を遵守すること。 

（1） 公正かつ適正なサービスの提供 

利用者に公平かつ適正なサービスを提供すること。 

（2） 安全管理 

  緊急事態等を想定した危機管理体制の整備や安全管理マニュアルの策定や、緊急時・災

害時の緊急連絡網等の整備をし、従業員に対する研修や緊急事態等の対応の訓練等により、

事故防止や安全管理を徹底すること。 

（3） 効率的な管理運営  

効率的な管理運営により、経費の削減に努めること。 

（4） 以下の法令等をはじめ、関連する法令等を遵守すること。 

  ① 地方自治法（昭和 22年法律第 67号） 

  ② 消防法（昭和 23年法律第 184号） 

  ③ 建築基準法（昭和 25年法律第 201号） 

  ④ 個人情報の保護に関する法律（平成 15年法律第 57号） 

  ⑤ 労働基準法（昭和 22年法律第 49号） 

⑥ 最低賃金法（昭和 34年法律第 137号） 

⑦ 大府市石ヶ瀬会館の設置及び管理に関する条例（平成元年大府市条例第４号） 

  ⑧ 大府市石ヶ瀬会館の設置及び管理に関する条例施行規則（平成元年大府市規則第３号） 

  ⑨ 大府市公契約基本条例（平成 30年大府市条例第１号） 

  ⑩ 大府市情報公開条例（平成 12年大府市条例第１号） 

  ⑪ 大府市人権を尊重した誰一人取り残さないまちづくり推進条例（令和５年大府市条例

第１号） 

  ⑫ 大府市情報セキュリティ基本方針  

  ⑬ その他の関係法令 

（5） 業務の一括委託の禁止 

指定管理者は、本業務を一括して第三者に委託し、又は請け負わせないこと。指定管理

者が行う業務のうち一部を委託することはできるが、その場合はあらかじめ市へ届け出る

こと。 

（6） 守秘義務 

業務上知り得た内容を第三者に漏らさないこと。 

（7） 施設の目的外使用の許可 

施設の敷地内等を施設本来の目的以外の用途に使用する場合、又は第三者に使用させる

場合は、あらかじめ市の許可を受けること。 

（8） 備品等の継続使用 

施設の備品等でその使用を希望するものについては、別途協議すること。 

（9） 雇用への配慮 

新たに雇用が発生する場合は、率先して市民の雇用を図ること。 

（10） 災害時における公共施設の役割 

災害対策本部が設置された場合は、災害対策本部の指示に従うこと。また、気象警報発

表時や災害発生時には､避難所に指定されているため、避難所機能を優先すること。 

避難所が開設された場合は、避難所の運営及び施設管理は市が行うものとし、指定管理
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者は、施設利用状況等の情報提供その他必要な協力を行うものとする。 

また、災害対策支部の運営等に必要な範囲で、施設内の設備、備品及び機器等の使用に

協力するものとする。ただし、相談業務その他個人情報を取り扱う機器等については除く。 

災害対応に伴う費用負担その他必要な事項については、市と指定管理者が締結する基本

協定書等に定めるものとする。 

（11） 衛生管理 

衛生管理について、法令を遵守した対応マニュアルを作成し、職員の指導を行うこと。 

(12)  環境保全 

大府市環境マネジメントシステムに基づき管理運営を行うこと。 

（13） その他 

    管理運営の基準の細目については、市と指定管理者の間で締結する協定で定めるもの

とする。 

 

７ 施設の開館時間等 

現在の開館状況は下記のとおり。なお、施設の設置目的達成、利用促進に資する新たな開

館時間等の提案も可とする。 

（1） 開館時間 午前９時から午後９時まで 

（2） 休館日  毎週月曜日、５月３日から５月５日（ただし、５月６日が国民の祝日に関す

る法律の規定により休日となる場合は、同日）、８月 13日から 15日及び 12

月 28日から翌１月４日まで 

 

８ 責任の分担 

  以下の表を基本とする。なお詳細は、市と指定管理者が締結する協定で定めるものとする。 

項        目 
負 担 者 

市 指定管理者 

法令等の変更 施設の管理運営に影響を及ぼすもの 
別途協議 

指定管理者自身に影響を及ぼすもの 

施設・備品の

修繕等 

事故・火災等 別途協議 

管理上の瑕疵によるもの  ○ 

消耗品の交換  ○ 

小規模修繕  ○ 

※修繕予算の範囲内で指定管理

者が実施する。 

大規模修繕 ○  

改装、模様替え 
 ○ 

（ただし、市の承認をうけるものとする） 

利用者等への

損害賠償 

管理上の瑕疵によるもの  ○ 

上記以外のもの 別途協議 

火災保険への加入 ○  

管理業務に要する費用  ○ 
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経済状況等の

変動 
物価上昇、社会状況等の変動 別途協議 

不可抗力 自然災害等により、指定管理者に損

害・損失が発生し、合理性が認められ

るもの 

○  

協定の不履行 市の都合によるもの ○  

指定管理者の都合によるもの  ○ 

第三者への損

害賠償 

市の責任と認められるもの ○  

指定管理者の管理運営によるもの  ○ 

事業終了時の

費用 

指定期間の満了、または指定管理の取

消しによる現状復旧費用 
 ○ 

災害時、選挙

時など 

本施設が災害時の避難所、選挙の投票

所等として利用された場合の業務停

止による運営リスク 

別途協議 

 

９ 指定の期間 

  指定管理者の指定の期間は以下のとおりとする。 

    令和９年４月１日から令和 14年３月 31日まで 

    この指定の期間は、大府市議会（以下、「市議会」という。）の議決により確定すること

になるので留意すること。なお、当該施設の管理を継続することが適当でないと認めるとき

は、期間の途中においても指定を取り消す場合がある。 

 

10 指定管理委託料 

管理運営に要する経費は、四半期毎に支払う。支払時期や方法等詳細は市との協議で決定

する。なお、指定管理業務に係る経費の上限額は、５か年の合計額で 195,628,000円（税込）

以内（修繕費は除く。）と設定しており、申請に当たっては、上限額以内の委託料に基づい

て、各年度の内訳額、事業計画及び収支計画を作成すること。なお、指定管理委託料の上限

に関する消費税は、10％で積算しており、今後、法改正により、消費税率が変更される場合

には、指定管理者と協議し、指定管理委託料の変更を行うこととする。 

① 経理事務は、帳簿、会計証拠書類を備え正確、適正に処理すること。 

② 現金及び預貯金等は、紛失及び不正行為が起きないよう適切に保管し、管理に細心の  

注意を払うこと。 

③ 修繕について 

ア 修繕費は会計年度ごとに市が決定した金額を指定管理委託料に計上することとし、年

度終了後に清算するものとする。 

イ 施設・備品の修繕については、１件につき 30万円（消費税抜き）以上のものは、市が

実施することとする。１件につき 30万円（消費税抜き）未満のものについては指定管理

者が指定管理委託料の修繕予算の範囲内で実施するものとする。修繕予算が不足した場

合は、原則、施設管理に付随するものであるため、指定管理者の運営努力により実施す

るものとするが、原因等を確認し、協議の上、指定管理者が負担することが適当でない

と認められる場合については市が負担するものとする。 
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④ 施設及び設備の維持管理について、令和６年度の実績値を原則基本とし、維持管理業務

を行うこと。ただし維持管理業務の質を確保した上で、回数を増減することできるものと

する。 

⑤ 「８．責任の分担」に定めるもの以外の主な経費区分 

（以下を参考に必要な事項を記載する。） 

  ア  市との連絡及び事務運用等にあたって必要なパソコン、インターネットへの接続環

境は、市が指定したものを使用し、費用は指定管理委託料に含むこととする。また、新

たに機器を導入する場合は市と協議することとする。 

  イ  従業者の採用は指定管理者が行うこととし、費用は指定管理委託料に含むこととす

る。なお、採用にあたっては質の低下を招かないよう配慮し、市の同意を得ること。 

  ウ  事業等の講師依頼は、指定管理者が依頼することとし、費用は指定管理委託料に含む

こととする。 

  エ 職員の移動に関する旅費及び負担金は、指定管理委託料に含むこととする。 

  オ 施設全体にかかる大規模な改修について、指定管理者の責めに帰すべき事由があると

認められる場合は、指定管理者が負担すること。 

  カ 上記以外に調整の必要な各項目については、両者協議の上、決定する。 

 

11 物品の貸与及び帰属等 

（1） 市の所有に属する物品等については、無償で貸与する。ただし、それに係る保険費用、

等は指定管理者の負担とする。なお、貸与物品は指定管理業務終了後において、点検整備

の上、返却すること。 

（2） 備品等が経年劣化等により指定管理者業務実施の用に供することができなくなった場合

は、市と協議し、必要に応じて市の費用で当該備品等を購入または調達することとする。 

（3） 指定管理者が、故意または過失により備品等を損傷したときは、市との協議により、必

要に応じて市に対しこれを弁償または自己の費用で当該備品等と同等の機能及び価値を有

するものを購入または調達しなければならない。 

（4） 指定管理者が指定期間中に指定管理委託料により購入した物品は、市の所有に属するも

のとする。 

（5） 市の所有に属する物品については、大府市財産管理規則（昭和 46年大府市規則第４号）

に基づき適切に管理すること。 

（6） 指定管理者の所有備品を設置する場合は、あらかじめ市と協議し、承諾を得た上で設置

すること。 

 

12 安全管理 

事故防止を常に心掛け職員教育、施設点検等を徹底すること。また、緊急時・災害時の対

応として、緊急連絡網等を整備し明確にすること。 

なお、事故が発生した場合は、人命救助を第一とし安全の確保後、その原因、状況及びこ

れに対する処置を市に報告すること。 

   災害その他の理由により施設の使用制限をする必要がある場合は、市に報告すること。 

 

13 管理運営状況調査 

   安全かつ適正な施設の管理運営を目的とし、市は、随時、管理運営状況調査を実施する。 
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14 協定 

   当該業務の実施に際し、管理運営開始までの間に、指定期間全体に関する基本協定書を

締結するとともに、毎年度当初に年度ごとの年度協定書を締結するものとする。 

なお、協定書の解釈に疑義が生じた場合、又は協定書に定めのない事項が生じた場合は、

市と指定管理者は誠意を持って協議するものとする。 

 

15 指定期間満了後の事務引継ぎ 

   指定管理者は、その指定期間満了後において、次期指定管理者が支障なく施設の管理運営

業務を遂行できるよう、引継ぎを行うこととする。 

 

16 事業の継続が困難となった場合の措置 

（1） 指定管理者の責めに帰すべき理由による場合の措置 

    指定管理者の責めに帰すべき理由により事業の継続が困難となった場合、市は指定管

理者の指定を取り消すこととする。この場合、市に生じた損害は指定管理者が賠償するこ

ととする。また、次期指定管理者が円滑で支障のない施設の管理運営を遂行できるよう、

引継ぎを行うものとする。 

（2） その他の理由により事業の継続が困難となった場合の措置 

   災害その他の不可抗力等で事業の継続が困難となった場合は、市及び指定管理者は業務

継続の可否について協議するものとする。この場合において、一定期間に協議が整わない

場合、市、又は指定管理者は管理協定を解除できるものとする。また、次期指定管理者が

円滑で支障のない施設の管理運営を遂行できるよう、引継ぎを行うものとする。 

 

17 原状回復 

指定管理者は、指定期間の満了した場合、又は指定が取り消された場合若しくは協定を

解除された場合は、市の指示に基づき、施設及び設備を原状に復して引き渡さなければな

らない。ただし、指定管理者が市長の承諾を得て行った機能向上の箇所、市が行った機能

向上の箇所及び市長が特に必要であると認める箇所については、この限りではない。 


